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（歳入）

増 減 額 増減率

予算額 (千円) 構成比 予算額 (千円) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) (Ｃ)÷(Ｂ)

（Ａ） （％） （Ａ） （％） (Ｃ)　(千円) （％）

１ 保　　険　　料 1,001,000 23.0 901,000 19.9 100,000 11.1

　① 現 年 度 分
　 特別徴収保険料

　② 現 年 度 分
　 普通徴収保険料

　③ 滞納繰越分
　 普通徴収保険料

２ 使 用 料 及 び
　 手　　数　　料

３ 国 庫 支 出 金 853,613 19.7 902,796 20.0 △ 49,183 △ 5.4

　(1) 国庫負担金 759,947 17.5 791,069 17.5 △ 31,122 △ 3.9

　(2) 国庫補助金 93,666 2.2 111,727 2.5 △ 18,061 △ 16.2

４ 支払基金交付金 1,178,316 27.1 1,267,959 28.1 △ 89,643 △ 7.1

５ 府　支　出　金 614,035 14.1 636,235 14.1 △ 22,200 △ 3.5

　(1) 府 負 担 金 596,417 13.7 619,431 13.7 △ 23,014 △ 3.7

　(2) 府 補 助 金 17,618 0.4 16,804 0.4 814 4.8

６ 財　産　収　入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

７ 寄　　附　　金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

８ 繰　　入　　金 679,556 15.6 792,068 17.5 △ 112,512 △ 14.2

 (1)一般会計繰入金 581,023 13.4 613,939 13.6 △ 32,916 △ 5.4

 (2)介護保険給付費
　　準備基金繰入金

９ 繰　　越　　金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

10 諸　  収　  入 19,223 0.5 17,889 0.4 1,334 7.5

 (1) 預 金 利 子 1 0.0 1 0.0 0 0.0

 (2) 延滞金・加算
　　 金及び過料

 (3) 雑　 　　入 19,219 0.5 17,885 0.4 1,334 7.5

合　　　計 4,345,796 100.0 4,518,000 100.0 △ 172,204 △ 3.8

介護保険特別会計歳入歳出当初予算額対前年度比較表

平成２７年度 平成２６年度

科　　　目

900,000 20.7 820,000 18.1 80,000 9.8

100,000 2.3 80,000 1.8 20,000 25.0

1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

50 0.0 50 0.0 0 0.0

98,533 2.2 178,129 3.9 △ 79,596 △ 44.7

3 0.0 3 0.0 0 0.0
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（歳出）

増 減 額 増減率

予算額 (千円) 構成比 予算額 (千円) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) (Ｃ)÷(Ｂ)

（Ａ） （％） （Ａ） （％） (Ｃ)　(千円) （％）

１ 総　　務　　費 57,616 1.3 69,777 1.5 △ 12,161 △ 17.4

　(1) 総務管理費 28,211 0.6 34,039 0.8 △ 5,828 △ 17.1

　(2) 徴　収　費 672 0.0 598 0.0 74 12.4

　(3) 介護認定審
　　　査会費

　 ① 介護認定審
　　　査会費

　 ② 認定調査等費 15,817 0.4 17,590 0.4 △ 1,773 △ 10.1

　(4) 趣旨普及費 1,786 0.0 1,685 0.0 101 6.0

　(5) 計画策定委
　　　員会費

２ 保 険 給 付 費 4,173,432 96.0 4,340,000 96.1 △ 166,568 △ 3.8

 (1) 介護サービス
　　 等諸費

 (2) 介護予防サー
　　 ビス等諸費

 (3) その他諸費 3,632 0.1 4,650 0.1 △ 1,018 △ 21.9

 (4) 高額介護サー
　　 ビス等費

 (5) 高額医療合算介
　　 護サービス等費

 (6) 特定入所者介護
　　 サービス等費

３ 地域支援事業費 106,144 2.5 99,619 2.2 6,525 6.5

 (1) 介護予防事業費 38,123 0.9 34,963 0.8 3,160 9.0

 (2) 包括的支援事業
　　 費・任意事業費

４ 基 金 積 立 金 2 0.0 2 0.0 0 0.0

５ 公　　債　　費 100 0.0 100 0.0 0 0.0

６ 諸　支　出　金 3,502 0.1 3,502 0.1 0 0.0

７ 予　　備　　費 5,000 0.1 5,000 0.1 0 0.0

合　　　計 4,345,796 100.0 4,518,000 100.0 △ 172,204 △ 3.8

平成２７年度 平成２６年度

科　　　目

26,557 0.6 28,356 0.6 △ 1,799 △ 6.3

10,740 0.2 10,766 0.2 △ 26 △ 0.2

390 0.0 5,099 0.1 △ 4,709 △ 92.4

3,742,324 86.1 3,887,890 86.1 △ 145,566 △ 3.7

208,621 4.8 206,357 4.6 2,264 1.1

80,001 1.8 81,001 1.8 △ 1,000 △ 1.2

13,120 0.3 12,100 0.3 1,020 8.4

125,734 2.9 148,002 3.3 △ 22,268 △ 15.0

68,021 1.6 64,656 1.4 3,365 5.2
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平成２７年度木津川市介護保険特別会計予算説明 

 

 

第１ 予算編成概要 

  この特別会計は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第３条第２項の規定に基づ

き、収入支出に係わる経費を明確にするため設置するものである。 

  介護保険特別会計の構成は、大まかに「総務費」、「保険給付費」、「地域支援事業費」

に区分され費用負担が定められている。 

  「保険給付費分」についての費用負担は、総額の２分の１を公費（税金を財源とする

国・地方公共団体の負担金）で賄い、残りの半分を保険料財源で賄うことになる。 

  公費分の負担割合は、国が介護給付費負担分として２０％（施設給付は１５％）、調整

交付金として５％、都道府県が１２．５％（施設給付は１７．５％）、市町村が１２．５％

となっている。保険料の負担割合は、第１号被保険者が２２％、第２号被保険者が２８％

となっている。 

  また、「地域支援事業費分」の費用負担についても、介護予防事業については、総額の

２分の１を公費で賄い、残りの半分を保険料財源で賄うことになり、公費分の負担割合

は、国が２５％、都道府県が１２．５％、市町村が１２．５％となっている。保険料の

負担割合は、第１号被保険者が２２％、第２号被保険者が２８％となっている。包括的

支援事業・任意事業については、総額の７８％を公費で賄い、残りの２２％を第１号被

保険者の保険料財源で賄うことになり、公費分の負担割合は、国が３９％、都道府県が

１９．５％、市町村が１９．５％となっている。 

  総務管理費や介護認定審査会費等の「総務費」については、市の一般会計からの繰入

金となる。 

  平成２７年度木津川市介護保険特別会計は、第６期木津川市介護保険事業計画を基に

平成２６年度の実績を踏まえ、一般会計予算担当課とも協議の上、予算編成を行った。 
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第２ 一般状況 

 １ 被保険者の推移 

   平成２７年度の介護保険第１号被保険者を 16,606 人と想定した。 

  （うち、特別徴収対象者を 14,945 人、普通徴収対象者を 1,661 人と想定） 

 

年  度 特別徴収対象者 構成比 普通徴収対象者 構成比  合  計 

平成２６年度 １４，２８９人 91.4% １，３４４人  8.6% １５，６３３人 

平成２７年度 １４，９４５人 90.0% １，６６１人 10.0% １６，６０６人 

  ※平成 26 年度は平成 26 年 6 月現在。 

 

 ２ 要介護（要支援）認定者数の状況 

要介護度 
要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 
合 計 

平成２５年 

１２月末 
261 人  378 人 364 人 439 人 384 人 385 人 272 人 2,483 人 

構成比 (%) 10.5 15.2 14.7 17.7 15.5 15.5 10.9 100.0 

平成２６年 

１２月末 
309 人  395 人 408 人 490 人 384 人 346 人 234 人 2,566 人 

構成比 (%) 12.0 15.4 15.9 19.1 15.0 13.5 9.1 100.0 

 

 

 

 

第３ 保険給付事業 

   平成２７年度の保険給付費については、「第６期木津川市介護保険事業計画」による

「第１号被保険者の保険料推計」に用いる保険給付費の推計額を基本に、平成２６年

度の実績等を踏まえて予算の編成を行った。 

平成２７年度の予算総額は次のとおりであるが、平成２７年度木津川市介護保険特

別会計に占める割合は、９６．０％とその大部分を占めている。 
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★ 年度別介護保険給付費額（各年度当初予算） 

 保険給付費予算総額 

（千円） 

対前年度比 

 (%) 

平成２６年度 ４，３４０，０００    109.6 

平成２７年度 ４，１７３，４３２     96.2 

 

１ 介護サービス等諸費 

（1） 居宅介護サービス給付費については、１か月当り約１４４，９０６千円と推

計し、年間１，７３８，８８２千円とした。 

（2） 地域密着型介護サービス給付費については、１か月当り約３５，５９８千円

と推計し、年間４２７，１７７千円とした。 

（3） 施設介護サービス給付費については、１か月当り約１１４，０８６千円と推

計し、年間１，３６９，０４０千円とした。 

（4） 居宅介護福祉用具購入費については、１か月当り約５５９千円と推計し、年

間６，７１１千円とした。 

（5） 居宅介護住宅改修費については、１か月当り約１，２８７千円と推計し、年

間１５，４５４千円とした。 

（6） 居宅介護サービス計画給付費については、１か月当り約１５，４２１千円と

推計し、年間１８５，０５６千円とした。 

 

２ 介護予防サービス等諸費 

（1） 介護予防サービス給付費については、１か月当り約１４，２２８千円と推計

し、年間１７０，７３９千円とした。 

（2） 地域密着型介護予防サービス給付費については、１か月当り約２９４千円と

推計し、年間３，５２９千円とした。 

（3） 介護予防福祉用具購入費については、１か月当り約１８２千円と推計し、年

間２，１９３千円とした。 

（4） 介護予防住宅改修費については、１か月当り約１，１７０千円と推計し、年

間１４，０５１千円とした。 

（5） 介護予防サービス計画給付費については、１か月当り約１，５０８千円と推

計し、年間１８，１０６千円とした。 
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３ その他諸費 

   審査支払手数料については、１か月当り約３０２千円と推計し、年間３，６３２千 

円とした。 

 

 ４ 高額介護サービス等費 

   高額介護サービス等費については、１か月当り約６，６６６千円と推計し、年間８

０，０００千円とした。 

 

 ５ 高額医療合算介護サービス等費 

   高額医療合算介護サービス等費については、１か月当り約１，０７０千円と推計し、

年間１２，８４８千円とした。 

 

 ６ 特定入所者介護サービス等費 

   特定入所者介護サービス等費については、１か月当り約１０，４７４千円と推計し、 

年間１２５，６９２千円とした。 

 

 

第４ 歳 入 

 １ 保険料 

   平成２７年度の介護保険料は、第１号被保険者の総数を１６，６０６人と想定した。 

第１号被保険者保険料においては、特別徴収保険料見込額を９００，０００千円、

普通徴収保険料見込額を１００，０００千円、滞納繰越分を１，０００千円とし、保

険料の総額を１，００１，０００千円とした。（内、保険給付費充当分９６９，８６８

千円、地域支援事業費充当分２２，６３５千円） 

 

 ２ 使用料及び手数料 

   介護保険料の滞納者に対する督促手数料として、５０千円を計上した。 

 

 ３ 国庫支出金 

(1) 国庫負担金 

  介護給付費の国庫負担分として、当該年度における保険給付費額４，１７３，４

３２千円に１００分の２０（施設給付は１００分の１５）を乗じた額７５９，９４

７千円を計上した。 

(2) 国庫補助金 

調整交付金として、当該年度における保険給付費額４，１７３，４３２千円に１

００分の１．４０（想定交付割合）を乗じた額５８，４２８千円を計上した。 
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  地域支援事業費の介護予防事業国庫負担分として、当該年度における介護予防事

業費額３８，１２３千円から利用者負担分３，２７８千円を除き、１００分の２５

を乗じた額８，７１１千円を計上した。 

地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業国庫負担分として、当該年度におけ

る包括的支援・任意事業費額６８，０２１千円から利用者負担分１千円を除き、１

００分の３９を乗じた額２６，５２７千円を計上した。 

 

 ４ 支払基金交付金 

   介護給付費の社会保険診療報酬支払基金負担分（第２号被保険者分）として、当該

年度における保険給付費額４，１７３，４３２千円に１００分の２８を乗じた額１，

１６８，５６０千円を計上した。 

   地域支援事業費の介護予防事業社会保険診療報酬支払基金負担分（第２号被保険者

分）として、当該年度における介護予防事業費額３８，１２３千円から利用者負担分

３，２７８千円を除き、１００分の２８を乗じた額９，７５６千円を計上した。 

 

 ５ 府支出金 

(1) 府負担金 

  介護給付費の府負担金分として、当該年度における保険給付費額４，１７３，４

３２千円に１００分の１２．５（施設給付分は１００分の１７．５）を乗じた額５

９６，４１７千円を計上した。 

(2) 府補助金 

  地域支援事業費の介護予防事業府負担分として、当該年度における介護予防事業

費額３８，１２３千円から利用者負担分３，２７８千円を除き、１００分の１２．

５を乗じた額４，３５５千円を計上した。 

  地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業府負担分として、当該年度における

包括的支援・任意事業費額６８，０２１千円から利用者負担分１千円を除き、１０

０分の１９．５を乗じた額１３，２６３千円を計上した。 

 

６ 財産収入 

   介護給付費準備基金利子として、１千円を計上した。 

 

 ７ 寄附金 

一般寄附金として、１千円を計上した。 

 

 

 



- 8 - 

 ８ 繰入金 

(1) 一般会計繰入金 

① 介護給付費繰入金 

   介護給付費の市負担分として、当該年度における保険給付費額４，１７３，４

３２千円に１００分の１２．５を乗じた額５２１，６７９千円を計上した。 

② 地域支援事業繰入金 

   地域支援事業費の介護予防事業市負担分として、当該年度における介護予防事

業費額３８，１２３千円から利用者負担分３，２７８千円を除き、１００分の１

２．５を乗じた額４，３５５千円を計上した。 

   地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業市負担分として、当該年度におけ

る包括的支援・任意事業費額６８，０２１千円から利用者負担分１千円を除き、

１００分の１９．５を乗じた額１３，２６３千円を計上した。 

③ 事務費繰入金 

  事務費繰入金についての内訳としては、総務管理費に１２，２２１千円、徴収

費に６７２千円、介護認定審査会費に２６，５５７千円、趣旨普及費に１，７８

６千円、計画策定委員会費に３９０千円、また、公債費の利子として１００千円

の合計４１，７２６千円を計上した。 

(2) 基金繰入金 

 介護給付費準備基金繰入金として、９８，５３３千円を計上した。 

  

 ９ 繰越金 

   前年度繰越金として、１千円を計上した。 

 

 10 諸収入 

(1) 預金利子 

 歳計現金預金利子として、１千円を計上した。 

(2) 延滞金・加算金及び過料 

① 第１号被保険者延滞金 

  第１号被保険者の保険料延滞金として、１千円を計上した。 

② 第１号被保険者加算金 

  第１号被保険者の保険料加算金として、１千円を計上した。 

③ 過料 

  介護給付費の過料として、１千円を計上した。 
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(3) 雑入 

  雑入として、二次予防事業の運動機能向上事業利用者負担金１，３６０千円、一

次予防事業の生きがい対応型デイサービス事業利用者負担金１，６３０千円及び運

動機能向上事業利用者負担金２８８千円、介護予防ケアマネジメント給付金１５，

９４０千円、成年後見制度市長申立て本人負担金１千円を計上した。 

 

 

第５ 歳 出 

 １ 総務費 

   総務管理費に、非常勤職員の報酬・賃金及び事務執行に要する通信運搬費等として

２８，２１１千円、徴収費に６７２千円、介護認定審査会費に２６，５５７千円、介

護保険制度の普及・啓発を図るための趣旨普及費に１，７８６千円、計画策定委員会

費に３９０千円を計上した。 

 

 ２ 保険給付費 

   要介護者・要支援者に対する保険給付費は、支出の大部分を占め（予算に占める割

合は９６．０％）、本年度は４，１７３，４３２千円を計上した。 

 

 ３ 地域支援事業費 

   被保険者が要介護状態・要支援状態となることを予防するとともに、要介護状態と

なった場合でも可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう

支援するための地域支援事業費として、１０６，１４４千円を計上した。 

   科目別の予算額は次のとおりである。 

(1) 介護予防事業費は、二次予防事業の対象者把握事業に２，８４２千円、運動器機

能向上事業等の通所型介護予防事業に１５，７８３千円、生きがい対応型デイサー

ビス事業等の介護予防普及啓発事業に１９，４５５千円を計上した。 

(2) 包括的支援事業・任意事業費は、介護予防ケアマネジメント事業に２２，２１７

千円、総合相談事業に７，２２３千円、権利擁護事業に１４１千円、包括的・継続的

マネジメント支援事業に１１，５６３千円（地域包括支援センター委託料８，４００

千円含む）、任意事業として家族介護支援事業（紙おむつ給付事業）に２１，２２１

千円、成年後見制度利用支援事業に１，４５６千円、地域自立生活支援事業に４，２

００千円を計上した。 

 

 ４ 基金積立金 

    介護給付費準備基金積立金に２千円を計上した。 
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 ５ 公債費 

介護保険事業運営の中で、財源不足が生じた場合の一時借入金にかかる利子として

１００千円を計上した。 

 

 ６ 諸支出金 

 (1) 第１号被保険者保険料の還付金として、３，５００千円を計上した。 

 (2) 第１号被保険者保険料の還付加算金として、１千円を計上した。 

 (3) 国・京都府・社会保険診療報酬支払基金に対する保険給付費負担金等の返還金が生

じた場合のために償還金として、１千円を計上した。 

 

 ７ 予備費 

 予備費については、５，０００千円を計上した。 
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